
○ 令和５年度９月補正予算（案）追加提案分の概要

Ⅰ 令和５年度９月補正予算（案）追加提案分の趣旨

今回の補正予算（案）は，直面する物価高騰による影響を緩和するための対応を緊急

かつ機動的に実施するため，国の対策の内容を踏まえ，生活者や事業者の負担軽減に必

要な対策に要する経費を計上することとした。

また，豚熱のワクチン接種推奨地域に設定されたことから，早期のワクチン接種に対

応するために要する経費を計上することとした。

（単位：百万円，％）

令 和 ５ 年 度 令和４年度

区 分 ９ 月 現 計 (Ａ)/(Ｂ)
補正前の額 補 正 額 補正後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 898,322 1,345 899,667 893,522 100.7

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

Ⅱ ９月補正予算（案）追加提案分の内容

１ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

（単位：百万円）

事 業 名 補 正 額

地域公共交通燃料油価格高騰対策事業 ２９７

ＬＰガス使用世帯等支援事業 ４８３

鹿児島県特別高圧受電事業者支援事業 ２３０

医療機関物価高騰対策支援事業 １７

介護サービス事業所等物価高騰対策支援事業 ２４

障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業 ９

保育所等物価高騰対策支援事業 ２

児童養護施設等物価高騰対策支援事業 １

計 １，０６２
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２ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 補 正 額

家畜伝染病予防事業 ２８２

Ⅲ ９月補正予算（案）追加提案分の姿

１ 歳 入

（単位：百万円）

款 別 補正前の額 補 正 額 補 正 後

5 地 方 交 付 税 278,161 72 278,233

8 使用料及び手数料 10,785 72 10,857

9 国 庫 支 出 金 217,045 1,201 218,246

歳入合計 898,322 1,345 899,667

２ 歳 出（目的別）

（単位：百万円）

款 別 補正前の額 補 正 額 補 正 後

2 総 務 費 56,324 760 57,083

3 民 生 費 122,533 35 122,568

4 衛 生 費 115,708 17 115,724

6 農林水産業費 72,198 282 72,480

7 商 工 費 16,504 251 16,755

歳出合計 898,322 1,345 899,667

３ 歳 出（性質別）

（単位：百万円）

区 分 補正前の額 補 正 額 補 正 後

2 物 件 費 50,126 291 50,416

4 扶 助 費 139,733 1 139,734

5 補 助 費 等 200,396 1,053 201,449

歳出合計 898,322 1,345 899,667
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Ⅳ 追加補正の概要

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

○ 地域公共交通燃料油価格高騰対策事業（交通政策課，ＰＲ観光課） 297,322

燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある各交通事業者及び運 補正後累計

送事業者に対し，燃料油購入の負担軽減を行い，事業継続がなされ 323,092

るよう支援する。

○ ＬＰガス使用世帯等支援事業（エネルギー対策課） 483,300

ＬＰガス価格の高騰により増大する一般家庭等の負担軽減を図る 補正後累計

ため，ＬＰガス販売事業者が行う価格の値引き分に係る費用を補助 3,245,400

する。

○ 鹿児島県特別高圧受電事業者支援事業（産業立地課） 229,950

エネルギー価格高騰対策の一環として，特別高圧で受電する県内 補正後累計

事業者の負担軽減を図るため，電気料金の一部を補助する。 2,161,193

○ 医療機関・社会福祉施設等に対する物価高騰対策関連事業 51,621

（保健医療福祉課，介護保険室，障害福祉課， 補正後累計

子育て支援課，子ども家庭課） 1,467,555

国が定める公定価格等により運営を行っている医療機関や社会福

祉施設等では，エネルギー価格等の物価高騰の影響を受け，厳しい

経営環境に置かれていることから，安心・安全で質の高いサービス

を提供し，安定的な運営を行えるよう，特別高圧での受電やＬＰガ

ス使用に係る経費の価格高騰分の一部を支援する。

ア 医療機関物価高騰対策支援事業 16,646

・ 対象施設：病院・有床診療所

イ 介護サービス事業所等物価高騰対策支援事業 23,767

・ 対象施設：介護保険施設，通所介護事業所 など

ウ 障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業 8,611

・ 対象施設：障害者(児)支援施設，生活介護事業所 など

エ 保育所等物価高騰対策支援事業 1,973

・ 対象施設：保育所，認定こども園，幼稚園 など

オ 児童養護施設等物価高騰対策支援事業 624

・ 対象施設：児童養護施設，ファミリーホーム など

3



事 業 内 容 予 算 額

千円

２ その他の事業

○ 家畜伝染病予防事業（畜産課） 282,454

本県が豚熱のワクチン接種推奨地域に設定されたことから，豚熱 補正後累計

ワクチンの接種を全県的に推進するとともに，ワクチンの管理や接 423,695

種豚の定期的な抗体検査等を行う。
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